
河川砂防課

計画調査担当
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番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B36
河川改修調査費 土木費 河川費 河川改良費 河川改修調査費

宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化 11

分野施策 020518 治水・治山対策の推進 11-5

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 150,000 150,000 △87,800

前年額 237,800 237,800

令和 3年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

昭和39年度～ 根 拠
法 令

河川法第９条 SDGsｺﾞｰﾙ

SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

　　県内における降雨や出水状況、河川現況の調査・解
　析を行い、効率的かつ効果的な河川改修の実施や河川
　環境の整備・保全を図る。

（１）治水対策の推進　　150,000千円

１．治水対策の推進
（１）事業内容
　　　　河川改修計画の策定にあたり、県内の降雨や出水状況、河川現状の調査・解析を行う。
　　　　・河川改修状況調査：国土交通省から依頼される河川改修状況調査報告資料等の作成
　　　　・浸水被害調査：台風やゲリラ豪雨等による県内の被害状況を把握し、事業実施検討の基礎資料の作成
　　　　・流量観測業務：河川環境の整備・保全や流水の正常な機能の維持、洪水時の流速等に関する基礎調査
　　　　・河川整備計画見直し検討業務：令和元年東日本台風の被害状況を踏まえた河川整備計画の点検結果から、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計画の見直しが必要となる河川の検討業務を行う。
　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）事業計画
　　　　中川など河川法第16条の2に基づき河川の整備を実施する区間について調査、解析を行う。
（３）事業効果
　　　　県内の降雨や出水状況、河川現状の調査・解析を行うことにより、効率的かつ効果的な河川改修の執行、
　　　河川環境の整備・保全が図られる。

【過去の実績】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　　（単位：千円）
　　事業費　　　 　　　　  平成28年度　　 平成29年度　　 平成30年度　　 令和元年度　　 令和2年度
                    　         18,074         50,362　　　 　42,000　　　　 37,800　　 　237,800

（県　10/10）

（１）事業に係る人件費　950千円（0.1人）
（２）組織の新設・改廃及び増員　なし

前年との
対比

― 県土整備部 B36 ―
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